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博士学位申請論文審査要旨 
 
『ドイツ・ベルリン州の地域交通政策に関する研究─公的補助制度とその活用状況を中心に─』 
 
Ⅰ 本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨 
 ドイツの交通市場では自家用自動車交通（Motorisierter Individualverkehr 、以下MIVと略称）
が圧倒的に選好されていることに大きく起因して、公共交通事業の自立採算性は困難な状況にある。
同市場におけるMIVの選好は、K.ベンツとG.ダイムラーによりエンジン自動車が開発され、広く
普及したこと、全国に張り巡らされたアウトバーンが全線無料、速度無制限で利用できたことに大
きく起因している。今日では自動車産業はドイツだけではなく主要先進国での基幹産業となり、ア
ウトバーンも12トン以上の大型車は距離比例制での有料制に、また、速度制限区間も少なからず
設けられているという点で状況は変わっているものの、自動車交通、中でも個人のモビリティを大
切にするMIVの選好される土壌が着実に整えられてきたからである。 
 連邦制を採っているドイツでは州の権限が尊重されている。それと同時に連邦制を実質的に機能
させるための大前提としての交通サービスの確保は重要な政策課題となっている。各州内において
はもとより、州相互間のスムーズなモビリティが不可欠とされるからである。すべての人がMIV
の利用だけで済ますというわけにはいかないことに加え、公共交通事業の採算確保が困難であると
いう状況から、連邦政府、州政府にとって、公共交通サービスの維持・確保には公的補助をもって
してもこれを行わなければならないという必要に迫られてきたし、現在も依然として迫られている
のが実情なのである。 
 本論文の提出者は修士論文でこの課題究明に取り組んで以来、地域公共交通のあり方に強い関心
を持ち続け、意欲的に研究を進めてきた。とりわけ、公共交通を担う旧東西両ドイツの国鉄が深刻
な経営難に陥っていたことへの抜本的対応としての1994年の鉄道改革、それの一環としての1996
年の地域化の真相を鋭意検討することを通じて、終始一貫して公共近距離旅客輸送（Öffentlicher 
Personennahverkehr、以下ÖPNVと略称）の運営問題を追究してきた。鉄道改革以前は国鉄の全
国一元的経営であったものを、鉄道近距離旅客輸送（Schienenpersonennahverkehr、以下SPNV
と略称）を含むÖPNVの運営責任を州政府に移管するのが地域化の意味するところである。ここ
に、ドイツ特有の概念であるÖPNVとは、主に都市及び郊外の交通需要に応じる目的で路線輸送
を行う公共旅客輸送を指すが、それが明確でないときは、当該交通機関において総距離が50km未
満又は総時間が1時間未満の輸送が過半数を占めるものをいう。この概念は鉄道版としてのSPNV
にも該当する。 
 論文提出者はドイツ16州の中で首都所在地であるベルリン州（ベルリン州であると同時にベル
リン市でもある）を取りあげ、ÖPNV維持のための公的補助制度の詳細とその活用状況を一体とし
て論じようとの意図から研究を試みている。提出者自身の修士論文、また、公的補助を論じた先行
2 
 
研究では、この両者の融合が図られていないとの解釈から、本研究を通して新たな成果を生み出す
ことを大きな目的としている。その前提としてのベルリン小史、とりわけベルリンのÖPNV の変
遷のまとめもこれまでにはなされてこなかった成果となっている。 
 現行の公的補助制度として、正式名は「1971年3月18日の地域の交通事情の改善のための連邦
の財政補助に関する法律」である通称地域交通助成法（Gemeindeverkehrsfinanzierungsgesetz、
以下GVFGと略称）の後継法ともいえる「2006年9月5日の共同任務及び財政補助の解消に関す
る法律」（以下解消法と略称）、「公共近距離旅客輸送の地域化に関する法律」（以下地域化法と略称）
に基づく二つの連邦補助制度と、ベルリン州が首都であるがゆえの首都助成協定に基づく連邦補助
とベルリン州政府自らの予算で行っている財政補助の制度があることを確認し、それらの変遷を明
解かつ正確にまとめている。その上で、これらの補助制度がどのように活用されているのかを可能
な限りの客観的データを用いて把握し、そこから多くの知見を得ている。また、解消法を除いた連
邦補助の財源としての鉱油税の変遷も詳細に論じられており、連邦補助制度の背景が確認されうる
ものとなっている。なお、現行の公的補助制度の詳細な確認自体は論文提出者がわが国で初めて行
ったものであり、複雑な鉱油税の配分についての論究はこれまでわが国では体系的に行われてきた
とはいえないだけに、この面でも提出者の貢献は大きい。 
 本論文の大きな柱である制度研究には、J.A.シュンペーターの批判に代表されるように、学術的
価値への疑問も投げかけられている。しかし、理論と実践の適切なバランスが要求される交通研究
には、制度研究は不可欠な存在である。しかも、制度そのものの把握は決して容易ではないのであ
る。まして、わが国と歴史、風土等を異にする外国の制度となると把握自体にも多くの困難が伴う。
この点において提出者は文献収集・解読等を通じて綿密な制度研究を行った。加えて、単なる制度
の実態把握だけではなく、これら制度がどのように活用、運用されているのかも、現地調査等を行
うことによって解明した。本論文は制度とその活用の両者を融合させようという提出者の狙いが十
分に達成された成果となっている。 
  
２．本論文の構成 
 本論7章と3章の補論から成る本論文の構成は以下のとおりである。本論では7章に加えて、序、
結が用意されている。 
 
主要略語一覧 
 
序 
 １．本論の目的 
 ２．先行研究 
 ３．本論の意義 
 ４．本論の構成 
 
１．ベルリン州と州内の公共交通の小史と現況 
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 1.１ ベルリンの誕生と発展 
 1.2 第二次世界大戦までの州内の公共交通の発達史 
  1.2.1 都市間鉄道 
  1.2.2  Sバーン 
  1.2.3  ÖSPV 
      (1) バス 
   （2）路面電車 
   （3）Uバーン 
 １.３ 戦後のベルリン州と州内の公共交通 
  1.3.1  東西分断 
  1.3.2  ベルリンの壁 
  1.3.3  ドイツ再統一 
 １.４ 州内の交通事業者 
  1.4.1 ベルリンSバーン 
  1.4.2  BVG 
 １．５ 小括 
 
２．解消法に基づく連邦補助制度 
 ２.１ 地域交通助成法から解消法への移行 
 ２.２ 地域交通助成法に基づく連邦補助制度の導入に至る経緯 
  2.2.1  戦後西ドイツの都市圏の交通事情 
  2.2.2  専門有識者委員会 
 ２.３ 地域交通助成法に基づく連邦補助制度の展開と現況 
  2.3.1  地域交通助成法の制定 
  2.3.2  地域交通助成法の運用Ⅰ（再統一以前） 
  2.3.3  地域交通助成法の運用Ⅱ（再統一以後） 
 ２.４  連邦制改革と解消法に基づく連邦補助制度への移行 
  2.4.1 ドイツの連邦制とその問題点 
  2.4.2  連邦制改革 
  2.4.3  解消法に基づく連邦補助制度の概要 
 ２.５ 小括 
 
３．地域化法に基づく連邦補助制度 
 ３.１ 鉄道改革と地域化 
  3.1.1 鉄道改革の背景と地域化 
  3.1.2 鉄道改革に至るプロセス 
 ３.２ 地域化の展開 
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  3.2.1  地域化と財源をめぐる論争 
  3.2.2  論争の決着と地域化の実施 
 ３.３  地域化法に基づく連邦補助制度の展開と現況 
  3.3.1  地域化法の運用Ⅰ（制定当初） 
  3.3.2   地域化法の運用Ⅱ（2002年及び2004年改正法） 
  3.3.3   地域化法の運用Ⅲ（2006年改正法） 
  3.3.4  地域化法の運用Ⅳ（現行法） 
 ３.４ 小括 
 
４．連邦補助の財源としての鉱油税 
 ４.１ 鉱油税の概要 
 ４.２ 鉱油税制の展開 
  4.2.1  前史から第二次世界大戦まで 
  4.2.2  戦後から再統一まで 
  4.2.3  再統一後 
  4.2.4   エネルギー税法の施行と現況 
 ４.３ 小括 
 
５．ベルリン州固有の公的補助制度 
 ５.１ 首都助成協定に基づく連邦補助制度 
  5.1.1  首都機能移転の展開  
   （１）暫定首都の設置 
   （２）ボンの首都機能の充実 
   （３）首都機能移転決議 
   （４）ベルリン・ボン法とベルリン遷都 
  5.1.2  首都助成協定に基づく連邦補助制度の概要 
    （１）旧首都助成協定 
    (２) 新首都助成協定 
 ５.２  州政府による財政補助制度 
 ５.３  小括 
 
６．ベルリン州における公的補助制度の活用状況 
 ６.１  概況 
 ６.２  Sバーンにおける活用状況 
  6.2.1  運営費補助 
  6.2.2 資本費補助 
 ６.３  ÖSPVにおける活用状況 
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  6.3.1  運営費補助 
  6.3.2  資本費補助 
 ６.４  小括 
 
７．総括 
 ７.１  ベルリン州と州内の公共交通の概況 
 ７.２  ベルリン州内の公共交通に対する公的補助制度 
  7.2.1  全国共通の公的補助制度 
   （１）解消法に基づく連邦補助制度 
   （２）地域化法に基づく連邦補助制度 
   （３）財源としての鉱油税 
  7.2.2  ベルリン州固有の公的補助制度 
   （１）首都助成協定に基づく連邦補助制度 
   （２）州政府による財政補助制度 
 ７.３  公的補助制度の活用状況 
  7.3.1  概況 
  7.3.2  Sバーンにおける活用状況 
  7.3.3  ÖSPVにおける活用状況 
 ７.４  本論の知見 
  7.4.1  連邦補助制度に対する知見     
  7.4.2  ベルリン州の事例に対する知見 
 
結 
 １．本論の成果 
 ２．本論の発展性 
 ３．本論の課題 
 
補論 
 １.EU交通政策の展開 
  １.１  戦後欧州の交通政策 
  １.２  イコールフッティング論の展開と政府補助 
  １.３  EU交通政策の理論的根拠 
 ２．DBの経営再建をめぐる試み 
  ２.１  DBの設立課程と経営状況 
  ２.２  DRの設立課程と経営状況 
  ２.３  試行と挫折のDBの経営再建 
  ２.４  競争政策への再転換 
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  ２.５  コール政権の誕生と国鉄再建の取組み 
 ３．鉄道改革の展開 
  ３.１  鉄道改革の概要 
  ３.２  DB  AGの民営化論議 
  ３.３  DB  AGの民営化問題のゆくえ 
 
参考文献 
 
Ⅱ 本論文の概要 
 
 本論文の概要は大要以下のとおりである。 
 本論文では論題に関係したドイツの固有名詞等が少なからず登場し、もっぱら論述の簡素化のた
め、本文中でその多くに略語が用いられることから、冒頭に略語が独語のフルネームとその和訳と
いう形で一覧にまとめられ、解読上の便宜が図られている。 
 序では、本論文の目的を明らかにし、これに関連する先行研究の展望を行った上で、本研究の狙
いを示した意義が述べられている。目的では ÖPNV 維持のために必要とされる公的補助制度の種
類を州政府によるものをも含めて新たに確認し、これらの諸制度がどのように活用されているのか
との結びつきを論ずることが新たな到達点であるとされている。また、研究事例としてベルリン州
を取りあげる理由が述べられている。 
 先行研究としての対象には、本テーマに関連するほとんどのものが取りあげられている。論文提
出者自身の修士論文を含め詳細に検討した結果、いずれも提出者が本研究上意図するところには十
分な内容ではないと批判している。提出者の問題意識、先行研究への不満から、新たな認識での各
種公的補助に関する制度研究とその活用状況を検討する事例研究との融合を図ることにより、本論
文の意義が見出せるとしている。 
 第1章では、ベルリンの小史とそこでの公共交通の小史と現況がまとめられている。ベルリンの
誕生から今日までの発展を簡潔に辿った上で、州内の公共交通の発展が第二次世界大戦前と後に分
けて詳細に綴られている。戦前については、都市間鉄道、都市鉄道Ｓバーン、さらに公共道路旅客
輸送（Öffentlicher Straßenpersonenverkehr、以下ÖSPVと略称）としてのバス、路面電車、地
下鉄 U バーン（鉄軌道を走行する路面電車、地下鉄Ｕバーンもドイツの統計では道路輸送として
ÖSPVに分類されている）の変遷が示されている。これらを通してベルリンの ÖPNVは第二次世
界大戦までに今日の状況に近いものとなっていたことが確認されている。第二次世界大戦で甚大な
被害を受けた状況から戦後については、1949年の東西分断、1961年のベルリンの壁の設置と1989
年のその崩壊、1990年の東西再統一の中で、公共交通の再建の跡が辿られ、州内の交通事業者とし
てのベルリンSバーン社、ベルリン運輸公社の経営状況が、限られてはいるものの公開された資料
を用いて論じられている。これらの考察を通して公共交通への公的補助制度の必要性が確認されて
いる。 
総じて第1章での記述分量が本論文に占める割合こそ大きなものとなっているが、このこと自体
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は盛り込むべき内容から判断して問題視すべきものではない。特に、公共交通の小史と現況は綿密
に整理、検討されており、このような成果はドイツにおいても、わが国でもほとんど示されてこな
かっただけに、少なからざるスペースを割いて、詳細にまとめあげた論文提出者の労こそを高く評
価したい。 
 第2章では、ÖPNVへの全国共通の公的補助制度である解消法に基づく連邦補助制度が論じられ
ている。すでに西ドイツ時代の 1971 年以来、モータリゼーションに起因して悪化した地域の交通
事情を改善することを主たる目的とした GVFG に基づく補助が行われてきた。しかし、複雑化し
た連邦と州との間の権限の再画定を図る上で 2006年 9月に連邦制改革が実施されたが、これによ
り、連邦と州の重複財政措置であった GVFG は連邦の一般財源による助成に一本化されることと
なり、2007 年 1 月より解消法に改編された。時限立法ではあるもののこの解消法では、地域の交
通事情の改善以外には特段の財源の目的拘束が課されていないため、州政府の裁量の余地が拡大さ
れたことが示されている。 
わが国の先学は「地域交通財政法」と訳した GVFG を、本論文ではその実質的内容の観点から
「地域交通助成法」の訳を充当してその内容と運用をドイツ再統一以前と以後に分けて考察した後、
同法を引き継いだ形となった解消法の概要と各州への連邦補助の配分率が示されている。GVFG、
解消法に基づく連邦補助制度の比較が一表にまとめられている（表2－4）ことで、後者の解消法で
は州政府に裁量の余地が与えられたことが一目で把握可能となっている。このことを通して、制度
変更の結果、より効率的な改編となったことを推論している。 
 第 3章は、第 2章での解消法と並ぶものとしての地域化法に基づく連邦補助制度の検討である。
同制度が鉄道改革の一環として導入された背景を整理した後、地域化と財源をめぐる論争と決着を
示し、その展開と状況を論じている。そもそも地域化は鉄道改革と同時に行うことが予定されてい
たが、その実施が遅れたのは国鉄の不採算部門であるSPNVの運営責任を州に移管するには財政措
置が必要とされたためである。そこで連邦政府と、各州の人口に応じて派遣された州閣僚によって
構成される連邦参議院との間で議論が交わされ、連邦参議院の主張が通る形での決着となったこと
が論じられている。地域化法の運用に関しては制定当初、2002年及び 2004年改正法、2006年改
正法、現行法の4期に分けての詳細な検討が試みられており、法改正の内容と展開が着実に追跡さ
れている。地域化法に基づく各州への配分額、配分比率も具体的に示されている（表３－４，３－
５，３－６）ので、その変遷が把握可能となっている。 
 地域化に伴い、各地のÖPNVは1996年1月1日以降州政府の責任の下で運営されることとなっ
たが、その重要な背景となる鉄道改革については、民営化されたドイツ鉄道株式会社（Deutche 
Bahn Aktiengesellscaft、DBAG）をめぐる最新の動向とともに、補論で検討する由の断りがなさ
れている。 
解消法、地域化法という二つの現行連邦補助制度が明解に示されている中で、後者に関しては、
財政補助は特にSPNVに配分されるべきとの規定から、不要となりうる近距離旅客鉄道路線を存続
させかねない、また、鉱油税を財源としていることから受益者負担原則から問題視されかねない、
といった論文提出者なりの懸念も寄せられている。 
 第4章では、ÖPNVへの連邦補助の財源が論じられている。解消法では連邦の一般財源が原資と
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されているが、その前身のGVFG、地域化法に基づく連邦補助の財源は鉱油税であることからその
役割が大きいため、鉱油税制度をめぐる史的展開と現況が取りあげられている。鉱油税制の展開は
その制定起源までさかのぼって 1930 年代から第二次世界大戦まで、続いて戦後から再統一まで、
再統一後、現行エネルギー税法施行から今日までといった期間に分けて示されている。制度変更の
概要、課税対象・税率の変遷、税収の推移等が詳細に検討されており、このような体系的考察は少
なくともこれまで日本の交通研究者は試みてこなかったものである。鉱油税はわが国のいわゆるガ
ソリン税に相当することから、本邦でも大きな関心が寄せられている。そのような中で、エポック
となる時期の鉱油税率をまとめた表４－１，４－３，４－７をはじめとして、関連データを具体的
に示した内容は、わが国の税制論議に寄与するところが大きい。 
なお、鉱油税は 2006年 8月以降エネルギー税にとって代わられているという最新の動向も示さ
れている。 
 第5章は、わが国ではこれまで取りあげられることのなかったベルリン州固有の公的補助制度を
扱っている。それは、ベルリンが首都に復帰したことによる首都助成協定に基づく連邦補助制度と、
ベルリン州政府が自らの予算で行っている財政補助制度の二つから成り立っているものである。前
者は、ベルリンの壁により東西交通網が寸断され、境界付近が荒廃していたといった状況から、新
生ベルリンを首都にふさわしいものとするための同州での大規模投資への連邦補助である。連邦と
ベルリン州とで結ばれた1995年から2004年までの時限的首都助成協定（旧協定）に引き続き、そ
の後もベルリンへの投資が必要とされたことから、改めて新協定が2007年11月に結ばれた。旧協
定と同様に新協定も2017年12月31日までの時限立法である。 
この経緯が具体的に論じられた後、後者のベルリン州による財政補助制度の財源を明らかにした
上で、2010年には州政府の裁量でÖPNVに3億7,190万ユーロが支出されていることを示してい
る。これは第6章で明らかにされるように、地域化法に基づく連邦補助に匹敵する大きな補助額で
ある。 
 連邦補助制度の両輪を論じた第2章と第3章、その財源を論じた第4章、ベルリン州内を運行す
る ÖPNVへの補助を論じた第 5章により、ベルリン州への公的補助制度の全容が明らかになった
ことを受け、第6章ではそれらがいかに活用されているのかが具体的に検討されている。論文提出
者の意図する制度研究と事例研究の融合が試みられた章である。そこには度々現地に出向き取材、
資料収集・解読、調査した提出者ならではの努力が払われている。2010会計年度でのÖPNVへの
助成総額8億380万ユーロの財源内訳と配分内訳が詳細に論じられている。財源内訳としては、解
消法、地域化法に基づく連邦補助がそれぞれ 4,660万ユーロ、3億 7,450万ユーロ、首都助成協定
に基づく連邦補助が1,080万ユーロ、州政府による財政補助が3億7,190万ユーロであり、地域化
をめぐる論争の要因がここからも確認される。また、配分内訳は地域列車の運営費補助に4,990万
ユーロ、Ｓバーンの運営費補助に2億3,640万ユーロ、同資本費補助に9,830万ユーロ、ベルリン
運輸公社の運行するÖSPVの運営費補助に 4億 230万ユーロ、同資本費補助に 9,830万ユーロ、
管理費に250万ユーロである。 
これらをさらに詳しく検討した結果として、ベルリン州での ÖPNV への各種補助制度の活用状
況として、①運営費の占める割合が大きいこと、②資本費補助として、中央駅への連絡が喫緊の課
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題となっていること、③冷戦時代に分断されたネットワークの復旧はほぼ完了したものの、インフ
ラの近代化が今日も依然として続けられていること、の3点が指摘されている。とりわけ、①に関
しては、わが国では伝統的に資本費補助が主流であったのに対して、本章での考察により、ドイツ
（ベルリン州）では公共交通事業者の赤字体質が改めて確認される結果となった。このことは本研
究の出発点での認識を再度確認したことともなっている。 
 第7章は、本論としての第1章から第6章までの総括をベースにした結論の章である。各章の総
括を改めて行った上で、公的補助制度とその活用状況の検討を通して論文提出者なりのいくつかの
知見が示されている。 
全国共通の補助制度に関しては、解消法に基づく連邦補助自体が 2020 年には廃止されることか
ら、その後は地域化法に基づく連邦補助に限られることとなるが、その際の地域交通のあり方が、
MIV対策をも含めて、住民の足の確保上再考すべきとの指摘がなされている。財源については、そ
もそも独立採算では存立しえない ÖPNV に受益者負担原則の適用は困難ではあるが、論理上可能
な限りこれを追求すべきとの理念に基づけば、現行制度には受益者負担原則上課題があることから、
ÖPNVによる交通条件の改善から土地価格上昇分への課税案も模索すべきであるとされている。ベ
ルリン州独自の問題としては、効率的な補助金の配分、効率的な ÖPNV の運営の促進を検討する
ことの必要性が提唱されている。 
結としては、本論の成果、発展性、課題が示されている。成果としては、ベルリン州でのÖPNV
への補助制度の全容を明らかにした上で、制度研究と事例研究の融合が図られたこと、これらを通
して連邦補助制度の将来にわたる問題点を指摘し、提言を行いえたこと、各種補助制度の活用実態
の問題点の指摘、提言を行いえたことを挙げている。 
発展性と課題は提出者にとっての今後の研究対象の拡大、研究方向を自ら認識したものと位置付
けられる。本研究がそのための出発点ともなっていることから、将来的にこれらを取り込んだ研究
が展開されうるための材料ともいえるのである。 
また、3 つの章から成る補論は、本論に組み込むには分量的に問題があるものの、とりわけ第 3
章での背景を確認する上では重要なテーマを扱ったものである。補論第1章は、ドイツの鉄道改革
を論ずる上では決して独立ではありえないEUの交通政策の展開を政策面とともに理論的観点から
考察している。イコールフッティング論を中心に、競争条件の平等化を図るEUの交通政策が鉄道
再生に向けてどのように解釈されうるのかが整理されている。補論第2章は、経営が問題視されて
いた東西両ドイツの国鉄の統合を経て誕生した新生ドイツ鉄道の再建をめぐっての検討である。
1980 年代に改めて提唱された、ドイツの経済政策の基本理念でもある「社会的市場経済（Soziale 
Marktwirtschaft）」の再生の視点からの検討がなされており、このことは本論全体での考察に影響
を及ぼしている。補論第3章では、複雑な経緯を辿った鉄道改革の最新の動向が扱われており、そ
こに込められた正確な情報量は極めて大である。これら補論での3つの章は本論を適切に補う役割
となっている。 
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Ⅲ 審査結果 
 
 本論文の審査結果は以下のとおりである。 
 
１．本論文の長所 
 本論文には以下の長所が認められる。 
（１）本論文は提出者が修士論文で取り組んだテーマを出発点として、そこでの課題の解消、内容  
の発展を試みたものであり、広範かつ綿密な制度研究と現地で収集した資料、行った調査等に基
づく正確な事例研究は他に類例を見ない成果となっている。最大の新規性は制度研究と事例研究
を融合させていることにあり、現実問題を扱うべきとされる交通研究での要請に十分応える内容
となっている。 
（２）制度研究としては、ベルリン州のÖPNVへの公的補助制度の全容を明らかにした上で、各種
補助制度の概要と変遷を丹念に検討している。本論文で取りあげられている公的補助制度は、こ
れまでのわが国の交通学会では断片的にしか扱われてこなかっただけに、体系的な研究の学会へ
の貢献も大きい。 
（３）制度研究とともに事例研究にも積極的に取り組んでいるが、そこでの資料収集、ヒアリング調
査等のため度々現地に赴き、他ではなされえない最新の状況を把握、分析している。この並々な
らぬ努力は大いに評価される。また、ドイツ文献の読解力にも見るべきものがあり，このことが
正確な記述内容の源泉となっている。 
（４）先行研究の対象とすべきものはほとんど網羅されており、これらを冷静に解読し、その結果を
本研究での新たな視点として活用している。そこでは提出者自身の修士論文も批判の対象とされ
ており、客観性も確認できる。先行研究の選定を含め、多くの独語文献を適切に活用している点
でも、近年では英語圏、英語文献に特化している感のある日本交通学会での研究にも一石を投ず
るものとなっている。 
 
2．本論文の短所 
 一方、本論文には以下の短所、問題点も指摘せざるをえない。 
（1）本研究の出発点として、ドイツの交通事情の特殊性、その中でも首都であり、都市州でもある
ベルリンの位置付けをより明確なものとしておく余地が残されている。 
（２）ドイツの交通市場では公共交通事業の独立採算制が困難であることから、公的補助に頼らざる
を得ないが、当該制度の背景となるべき理論、さらにはドイツ特有の思想に、より踏み込むべき
ではなかったのか。これは今後の課題でもある。 
（３）独語文献を幅広く渉猟しているが、本研究の中心的課題であるÖPNVへの補助政策について、
ドイツ国内ではどのような議論がなされているのか、また、その評価はどのようなものであるの
かについて検討があってもよかった。 
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３．結論 
 本論文は、提出者が2005年4月に早稲田大学大学院商学研究科に入学以来、終始一貫して続けて 
きた研究の集大成であり、学術的にも優れた成果となっている。本論文には上記のような要望点もあ 
るが、このことの大要は提出者も認識しており、提出者自身が未だ20歳代後半であるという若さ、 
日頃の真摯な研究態度からすれば遠からず克服されうるものであり、要望点は本論文の価値をいささ 
かも損なうものではない。 
 本論文は2010年10月に早稲田大学大学院商学研究科において博士学位申請論文の提出要件を充足 
していることが確認されたことから、その受理が決定され、公開報告会を経て、審査員による予備審 
査会、最終面接において優秀なものであると判定された。提出者渡邉 徹は2008年4月に早稲田大 
学商学学術院助手に嘱任されて以来、勤勉に勤務、その間日本交通学会、鉄道史学会等で研究発表を 
続けており、新進気鋭の研究者としての期待も大きい。 
 以上の審査結果に基づき、本論文提出者渡邉 徹は、「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける 
十分な資格があると認められる。 
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